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2020 年 9 月 14 日 
報道関係各位 

一般社団法人日本能率協会 
 

『日本企業の経営課題 2020』 調査結果 

【第１弾】 新型コロナウイルス感染拡大の事業への影響 

７割超の企業が現状のビジネスモデルや事業形態を「変更する必要がある」 
 

一般社団法人日本能率協会（会長：中村正己、ＪＭＡ）は、企業が抱える経営課題を明らかにし、これからの

経営指針となるテーマや施策の方向性を探ることを目的に、1979年から、企業経営者を対象に、「当面する企業経

営課題に関する調査」を実施しています。今年度は 2020年 7～8月に実施し、532社からの回答を得ました。 

今回は第 1弾として、「新型コロナウイルス感染拡大の事業への影響」について、ご報告します。 
 

※詳細の調査報告書は 11月上旬に公表予定です。 

 

■ 「2020年度（第 41回）当面する企業経営課題に関する調査」概要 

調査時期 2020年 7月 20日～8月 21日 

調査対象 
JMA の法人会員ならびに評議員会社、およびサンプル抽出した全国主要企業の経営者 

（計 5,000社） 

調査方法 郵送調査法（質問票を郵送配布し、郵送およびインターネットにより回答） 

回答数・回収率 回答数 532社・回答率 10.6％ （回答企業の概要は 11 ページに記載） 

 

【本件に関するお問合せ先】 

一般社団法人日本能率協会  KAIKA研究所 （担当：近田） 

〒105-8522 東京都港区芝公園 3-1-22  

TEL：03-3434-0380  FAX:03-3434-6330  E-mail：kadai@jma.or.jp 

※取材のお問合せは、広報室（担当:田部、TEL:03-3434‐8620 または 080-4330-9370、 

E-mail：jmapr@jma.or.jp）へお願いいたします。

１．当初計画より減益見込みが半数以上（54.9％）。増益見込みは 12.7％ 

７割超の企業が現状のビジネスモデルや事業形態を「変更する必要がある」 

 

２．経営課題として、「事業基盤の強化・再編、事業ポートフォリオの再構築」が上昇   

「デジタル技術の活用・戦略的投資」の重視度も高まる 

 

３．組織・人事領域の課題として、「多様な働き方の導入」が大幅上昇 

営業、購買・調達領域の課題においても、コロナ禍の影響が見られる 
 

４．感染拡大を契機に「在宅勤務」を実施した企業が５割。８割超が今後も継続 

「社員が時間生産性を意識して仕事をするようになった」が 58.7% 

一方で、「ストレスを抱える社員が増えた」も 44.9％ 

※＜調査結果を受けてのコメント＞は、10 ページに記載しています。 

本ニュースリリースは、9 月 14 日 14 時 00 分に、 
財界記者クラブ・東商記者クラブに配布しております。 
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１．当初計画より減益見込みが半数以上（54.9％）。増益見込みは 12.7％ 

７割超の企業が現状のビジネスモデルや事業形態を「変更する必要がある」 
 

○ 当初事業計画に比べた 2020年度の利益見込みを尋ねたところ、17.7％の企業が「50％以上減少する」と

回答しました。「減少する」との回答を合算すると半数以上（54.9％）にのぼっています。一方、利益見込みが

「増加する」との回答の合計は 12.7％となっています。 

業種別にみると、特に、「輸送用機器」「不動産」「宿泊・飲食・給食サービス」において減益を見込む企業の比率

が多くなっていることがうかがえます。【図１－１】 

○ 新型コロナウイルス感染拡大の事業への影響を尋ねたところ、「影響があった」との回答（大きな～やや の合

計）が、「事業全体」「国内営業・販売」で９割超に達しました。その他、「海外営業・販売」「国内仕入・調達」

「人材採用」についても「影響があった」が半数を超えており、今回のコロナ禍が、国内における営業活動を中心

に、事業活動の広範にわたって影響を及ぼしていることがうかがえる結果となりました。 

一方、「雇用維持」については、「影響がなかった」との回答（あまり~まったく の合計）が 71.4%となり、政府に

よる雇用調整助成金等の効果もあってか、大きな影響は見られていません。【図１－２】 

○ また、新型コロナウイルスの感染拡大の影響を踏まえ、今後のビジネスモデルや事業形態を変更する必要があ

るかを尋ねたところ、「変更する必要がある」との回答（大きく～やや の合計）が７割を超え、多くの経営者がコ

ロナ後を見据えて事業を変革していく必要性を感じていることが浮かび上がりました。【図１－３】 

○ さらに、今後の事業活動の対応について尋ねたところ、「重視している」（非常に～やや の合計）の比率が高か

ったのは、「柔軟な働き方や勤務形態の拡充」（89.6％）、「社内情報システムの強化・拡充」（87.1％）、

「営業手法の見直し」（84.1％）、「リスク管理・事業継続計画（BCP）の見直し」（83.8％）となりました。

その他、「IT を活用した新しい商品・サービス・事業の開発」については、「非常に重視している」が 20.3％と高め

になっています。コロナ禍を踏まえ、働き方や情報システム、リスク管理などの社内体制を見直すとともに、非対面

型の事業活動が迫られるなかで、営業手法の見直しや、IT を活用した商品・サービス・事業の開発に取り組んで

いこうとする姿勢が表れているものと考えられます。【図１－４】 

 

【図１－１】 当初事業計画に比べた 2020年度の利益見込み（N=532,SA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※業種別比較（回答企業数が 10社以上の業種のみ抜粋）については、次頁ご参照  

「減少する」合計 
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12.7％ 
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【図１－２】 新型コロナウイルス感染拡大の事業への影響（N=532,SA） 
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【図１－３】 今後のビジネスモデルや事業形態の変更の必要性（N=532,SA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１－４】 新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえた今後の事業活動の対応（N=532,SA） 
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２．経営課題として、「事業基盤の強化・再編、事業ポートフォリオの再構築」が上昇 

「デジタル技術の活用・戦略的投資」の重視度も高まる 
 

○ 当面する経営課題について尋ねたところ、「現在」「３年後」「５年後」のいずれにおいても、「事業基盤の強化・

再編、事業ポートフォリオの再構築」の比率が、昨年より大きく上昇（現在：＋6.3ポイント、3年後：＋3.8

ポイント、5年後＋4.6ポイント）するという結果が見られました。【図 2－1】～【図 2－３】 

○ 「現在」の課題としては、第 1位は「収益性向上」（45.1％）、第 2位は「人材の強化」（31.8％）、第 3

位は「売上・シェア拡大」（30.8％）となりました。昨年よりも重視度の高まった項目としては、「事業基盤の強

化・再編、事業ポートフォリオの再構築」（21.5％→27.8％、＋6.3ポイント）のほか、「デジタル技術の活用・

戦略的投資」（8.5％→15.4％、＋6.9ポイント）、「財務体質の強化」（7.9％→14.1％、＋6.2ポイン

ト）が挙げられます。これらの課題の重視度が高まるなか、第 2位の「人材の強化」の比率は昨年より 9.2 ポイ

ントの低下となっています。【図２－１】 

○ 「３年後」の課題において、昨年よりも重視度の高まった項目は、「事業基盤の強化・再編、事業ポートフォリオ

の再構築」（28.3％→32.1％、＋3.8ポイント）、「デジタル技術の活用・戦略的投資」（16.0％→

19.2％、＋3.2ポイント）です。一方で、「新製品・新サービス・新事業の開発」の比率は昨年より 3.0ポイント

減少し、第 4位となっています。第 1位は昨年同様に「人材の強化」（39.7％）となっています。【図２－２】 

○ 「５年後」の課題については、「事業基盤の強化・再編、事業ポートフォリオの再構築」が昨年よりも比率を大きく

上げて第 1位に挙げられています（12.7％→17.3％、＋4.6 ポイント）。また、「新製品・新商品・新サービス

の開発」の比率も増加しています（9.8％→12.0％、＋2.2ポイント）。昨年に上昇が見られた「CSR、CSV、

事業を通じた社会課題の解決」（7.7%）は昨年から比率が変わらず、第 5位となっています。【図２－３】 

○ 全体としてみると、デジタル技術革新という大きな潮流に加え、今回の新型コロナウイルスの感染拡大の影響によ

って、デジタル技術を活用しながら事業基盤の見直しを進めていくということが、大きな経営課題として浮かび上が

っていると考えられます。 

 

 

【図２－１】 「現在」の課題（主要項目）の３年間の推移 （N=532,3 つまで選択）       
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【図２－２】 「３年後」の課題（主要項目）の３年間の推移 （N=532,3 つまで選択）      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２－３】 「５年後」の課題（主要項目）の３年間の推移 （N=532,SA）     
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上
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３．組織・人事領域の課題として、「多様な働き方の導入」が大幅上昇 

営業、購買・調達領域の課題においても、コロナ禍の影響が見られる 
 

○ 組織・人事領域の課題について尋ねたところ、「多様な働き方の導入（テレワークなど）」を挙げる比率が、昨年

より大きく上昇するという結果が見られました（8.3％→26.5％、＋18.2ポイント）。第 1位には、昨年同様、

「管理職層（ミドル）のマネジメント能力向上」（32.9％）が挙げられています。また、「組織風土（カルチャ

ー）改革、意識改革」も増加し（30.0％→32.3％、＋2.3ポイント）、第 2位に上昇しています。コロナ禍に

よって、在宅勤務や時差出勤等が広がるなか、「多様な働き方の導入」が大きな課題となるとともに、新しい働き

方のなかでの組織風土改革や社員の意識改革への課題認識が高まっていることがうかがえます。【図３－１】  

○ 営業・マーケティング領域の課題において、昨年よりも重視度の高まった項目としては、「IT を活用した効率的・

効果的な営業活動」（15.8％→22.2％、＋6.4ポイント）、「デジタル技術の活用」（13.5％→17.3％、

＋3.8ポイント）が挙げられます。また、「顧客ニーズの先取り対応」が昨年より比率を高め（34.0％→

36.3％、＋2.3ポイント）第 1位となっているほか、「顧客との直接（双方向）コミュニケーションの強化」の比

率も大きく増加しています（13.3％→20.5％、＋7.2 ポイント）。コロナ禍によって顧客との接触機会が制約さ

れるなか、デジタル技術を活用した営業活動や、顧客ニーズの把握が課題となっていることがうかがえます。【図３

－２】  

○ また、購買・調達領域の課題においては、「事業継承計画（BCP）対策・リスクマネジメントの強化」の比率が、

昨年より大きく増加する結果となっており（22.9％→32.0％、＋9.1ポイント）、コロナ禍によって世界的なサプ

ライチェーンが目詰まりするなか、代替となる購買・調達先の確保など、リスク管理が大きな課題となっていることが

うかがえます。【図３－３】  

 

 

【図３－１】 組織・人事領域の課題（主要項目）の３年間の推移（N=532,3 つまで選択）       
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【図３－２】 営業・マーケティング領域の課題（主要項目）の３年間の推移（N=532,3 つまで選択）       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図３－３】 購買・調達領域の課題（主要項目）の３年間の推移 （N=532,3 つまで選択） 
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デジタル技術

（ＡＩ、ビッグデータ、IoT等）の活

用
調達機能のグローバル展開、

グローバル調達体制の構築

海外サプライヤーの開拓、

海外生産委託



9 

 

４．感染拡大を契機に「在宅勤務」を実施した企業が５割。８割超が今後も継続 

   「社員が時間生産性を意識して仕事をするようになった」が 58.7% 

一方で、「ストレスを抱える社員が増えた」も 44.9％ 
 

○ 新型コロナウイルス感染拡大を踏まえた勤務形態や働き方についての対応状況を尋ねたところ、「在宅勤務」に

ついては、約５割（47.6%）の企業が、「感染拡大を契機にはじめて実施した」と回答しました。「感染拡大前

から実施」「感染拡大を契機に適用範囲を拡大」を合わせると、「在宅勤務」を実施している企業は約９割

（89.9%）にのぼっています。その他、「時差出勤の奨励」「WEB会議・TV会議の活用」についても、感染拡

大を契機に「適用範囲を拡大した」「はじめて実施した」企業が多数を占めています。社員の安全確保に向けた

取り組みが広がっていることが確認できました。【図４－１（左）】 

「在宅勤務」の今後の対応については、「継続して実施する」が 61.3％、「縮小して実施する」が 20.7％となり、

８割超の企業が今後も在宅勤務を実施する意向にあることが分かります。【図４－１（右）】  

○ また、社員への対応状況や、社員・職場への影響について尋ねたところ、「社員の働き方や健康・安全に十分に

配慮した対応ができたか」については、「当てはまる」との回答（強く～やや の合計）が 94.2％にのぼりました。

社員・職場への影響に関しては、「社員が時間生産性を意識して仕事をするようになった」について、「当てはまる」

とする企業が 58.7％となっています。一方で、「ストレスを抱える社員が増えた」についても、「当てはまる」が

44.9％となっており、半数近くの経営者が、就労環境の変化によって社員がストレスを感じていると捉えていること

がうかがえます。社員の健康・安全に十分に配慮した対応ができているとの回答が見られましたが、今後に向けて

は、こうした社員・職場への影響についても対応が求められるものと考えます。【図４－２】  

 

 

【図４－１】 新型コロナウイルス感染拡大を踏まえた勤務形態や働き方の対応状況（左：これまで・右：今後） 

（N=532,SA） 
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社員の働き方や健康・安全
に十分に配慮した対応がで
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【図４－２】 新型コロナウイルス感染拡大に関する社員への対応状況や、社員・職場への影響（N=532,SA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果を受けてのコメント 

一般社団法人日本能率協会  

KAIKA 研究所 所長 近田高志 

 

○ 今回は、日本能率協会が毎年実施している「経営課題調査」の2020年度調査結果のうち、新型コロ

ナウイルス感染拡大の事業への影響に関する項目について、ご紹介しています。 
 

○ ご覧のとおり、７割超の企業が現状のビジネスモデルや事業形態を「変更する必要がある」と答え

ているほか、「事業基盤の強化・再編、事業ポートフォリオの再構築」を経営課題と挙げる比率が

昨年より上昇しており、今年度の業績への影響はもちろんのこと、中長期的な事業の在り方に対し

ても大きなインパクトをもたらしていることが浮かび上がる結果となりました。 
 

○ この今後の事業の在り方に関しては、経営課題として「デジタル技術の活用・戦略的投資」の重視

度が高まっていることに着目したいと思います。また、今後の事業活動の対応として「ＩＴを活用

した新しい商品・サービス・事業の開発」を「非常に重視している」とする比率が高めになってい

たり、あるいは、営業・マーケティング領域の課題において「ＩＴを活用した効率的・効果的な営

業活動」を重視する比率が上昇したりするなど、具体的な対応においても、デジタル技術の活用に

取り組んでいこうとする姿勢が表れています。 

○ デジタル革新については、以前から既に関心が高まっていましたが、コロナ禍を契機として、その

取り組みが一層加速しているということが、あらためて、確認できたのではないかと思います。 
 

○ また、働き方に関する調査項目では、在宅勤務を始めとした柔軟な働き方への取り組みが、急速に

進んでいることがうかがえました。また、今後についても継続するという意向が見られています。 

ここでも、働き方改革として進められてきた様々な施策が加速したと言えるのではないでしょうか。 

○ 一方で、調査結果でも見られるとおり、新しい働き方が広がるなかで、社員のストレスが高まるな

どの弊害も生じてきます。こうした問題に対処するとともに、社員一人ひとりが、より自律的、創

造的に仕事を進めることができる、そうした職場づくりに向けたマネジメントの進化が求められて

いると考えます。 
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26.1％ 

44.9％ 

39.9％ 

「当てはまる」合計 

（強く～やや） 
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北海道

1.5%
東北

1.9%

関東・甲信越

55.9%
東海・北陸

14.5%

近畿

15.4%

中国・四国

5.3%

九州・沖縄

5.5%

その他

0.0%

無回答

0.0%

業種分類 ％ 回答数 業種分類 ％ 回答数
製造 44.7 238 非製造業 55.1 293

製造・素材系 15.0 80 小売・卸・商社 13.2 70
3 繊維 0.9 5 15 小売 5.1 27
4 パルプ・紙・紙加工 0.8 4 16 商社・卸売 8.1 43
5 化学 7.7 41 建設・不動産 10.5 56
7 石油・石炭 0.6 3 18 不動産 2.3 12
8 ゴム・窯業・土石 1.5 8 19 土木・建設・建築 8.3 44
9 鉄鋼・非鉄・金属 3.6 19 倉庫・運輸 4.9 26

製造・組立系 16.5 88 20 輸送サービス（陸運・海運・空運） 4.5 24
10 一般機械 3.2 17 21 倉庫・埠頭 0.4 2
11 精密機器 2.1 11 情報・通信 6.8 36
12 電気・電子機器 6.6 35 22 ソフト開発・情報サービス 5.8 31
13 輸送用機器 4.7 25 23 通信サービス 0.9 5

製造・その他 13.2 70 宿泊・飲食 2.4 13
2 食料品 5.6 30 26 宿泊・飲食・給食サービス 2.4 13
6 医薬品 0.9 5 金融・保健 4.5 24

14 その他製造 6.6 35 17 金融・保険 4.5 24
その他 12.8 68

24 出版・放送・報道 1.5 8
25 公共サービス（電気・ガス・水道） 0.4 2
27 保健・医療・福祉サービス 0.6 3
28 人材・教育関連サービス 0.6 3
29 警備・ビル・設備等のメンテナンス 0.8 4
30 広告・宣伝・ディスプレイ 1.7 9
31 その他サービス 7.0 37
1 農林・水産・鉱業 0.4 2

無回答 0.2 1
合計 100.0 532

１００人未満

9.8%

１００人～３００人未満

15.0%

３００人～１千人未満

31.2%

１千人～３千人未満

18.8%

３千人～１万人未満

14.1%

１万人以上

10.5%

無回答

0.6%

１０億円未満

3.2%
１０億円～

５０億円未満

10.7%

５０億円～

１００億円未満

10.3%

１００億円～

５００億円未満

34.0%

５００億円～

１千億円未満

12.4%

１千億円～

５千億円未満

17.7%

５千億円～

１兆円未満

4.9%

１兆円以上

5.8%

無回答

0.9%

回答企業の概要  

 

■ 本社所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 従業員数                        ■ 売上高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


